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研究成果の概要（和文）：津波が来襲すると岸壁に係留された船舶は係留索の破断に伴う漂流や岸壁への乗り揚
げによって甚大な被害を受ける。本研究では岸壁係留船舶の津波被害と防災・減災対策をまとめ、統合的な津波
被害予測・防災対策データベースを構築した。そのために、まず津波被害が発生する港湾および港湾内の船舶の
係留・停泊状況の調査を実施した。次に、本問題を解析可能な数値シミュレーション法を整備し、水槽実験結果
との比較を行い、その実用性を明らかにした。そして、船舶の規模ごとの津波被害状況を評価した。さらに、そ
れらの被害に対する津波防災対策を提案するとともに、その防災対策効果を評価した。

研究成果の概要（英文）：When a tsunami attacks a port, vessels moored at wharves get severe damage, 
such as breaking mooring lines and landing on a wharf. In this study, tsunami damage to vessels 
moored at wharves was evaluated, and damage prevention measures were proposed. First, the ports 
where the possibility of a tsunami attack and the mooring status of vessels in the ports were 
investigated. Then, the numerical simulation method was prepared. The numerical simulation results 
were compared with the experimental results, and the usefulness was confirmed. The status of tsunami
 damage to each vessel was investigated. The status of tsunami damage to each vessel was 
investigated. The tsunami prevention measures for these damages were proposed, and their usefulness 
was evaluated. Finally, the tsunami hazard database and the tsunami prevention measures database for
 vessels moored at wharves were constructed.

研究分野：船舶海洋工学

キーワード： 津波防災　船舶　津波被害予測データベース　津波防災対策データベース　MPS法

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
我が国が東日本太平洋沖地震津波によって甚大な被害を受けたことは記憶に新しい。さらに現在も南海トラフ大
地震津波がいつ発生してもおかしくない状況にある。本研究は津波による岸壁係留船舶の津波被害の防災・減災
に寄与するものである。さらに、本研究は、津波被害の予測や防災対策の提案だけでなく、高潮や台風といった
近年多発している水害による被害の予測や防災対策の提案、錨泊船舶の波浪中応答など、広く応用できる可能性
を有している。本研究によって船舶の防災・減災対策の研究の基盤を確立し、大きく前進させることができたと
考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
2011 年 3 月 11 日に発生した東日本太平洋沖地震津波の事例からも明らかなように、津波の発

生によって港湾内に係留された船舶、中でも直ちに避航操船することのできない岸壁係留状態
の船舶は係留索の破断に伴う漂流や岸壁への乗り揚げによって甚大な被害を受ける。しかしな
がら、大中小様々な船舶を対象に津波被害をまとめた研究や、それら被害への防災対策を提案し、
まとめた研究例は申請者らの知る限り存在しない。その理由としては、津波は発生頻度が少なく
定量的なデータが乏しいうえに、津波中の船舶挙動は複雑であり実験的・理論的な解析が難しい
ことが挙げられる。しかしながら、所有船舶を失うことは船主にとって極めて大きな損失であり、
また漂流・座礁した船舶が引き起こす 2 次災害も被害の拡大や被災地の復興の遅れをもたらす。
そのため、岸壁係留船舶の津波被害の詳細を把握しておくとともに、津波防災対策について検討
しておくことは極めて重要である。 
 
２．研究の目的 
申請者らは、2006 年より岸壁近傍の船舶を含む浮体式構造物の津波による岸壁への乗り揚が

り現象に着目し、非線形的な現象を再現することを得意とする粒子法の一種である MPS 法を用
いた数値シミュレーション法を開発するとともに、水槽実験結果との比較から本問題に対する
MPS 法プログラムの適用性を明らかにしてきた。1),2) 

本研究では申請者らがこれまで行ってきた研究成果を基に、より高精度に改良された数値シ
ミュレーション法を整備することによって、岸壁係留船舶の津波被害と防災・減災対策をまとめ、
統合的な津波被害予測・防災対策データベースを構築し、将来的な津波災害の防災・減災に寄与
することを目的とした。 
本研究では、本研究目的を達成するために、以下の研究課題を実施した。 
① 津波被害が発生する港湾および港湾内の船舶の係留・停泊状況の調査を実施した。 
② 係留索の非線形影響を考慮可能な係留索モデルの適用、津波流入流出境界を導入したより高

精度に本問題を解析可能な MPS 法プログラムを整備した。 
③ 水槽実験結果と MPS 法シミュレーション結果の比較を行い、MPS 法プログラムコードの実用

性を明らかにした。 
④ 対象港湾における船舶の規模ごとの津波被害状況を評価した。 
⑤ 岸壁係留船舶の津波防災・減災対策を提案するとともに、その防災・減災効果を評価した。 
⑥ 統合的な津波被害予測・防災対策データベースを構築した。 
 
３．研究の方法 
図 1 に津波被害予測・防災対策データベースの構築のためのフローチャートを示す。本研究で

は、以下の工程を経て津波被害予測・防災対策データベースを構築した。 
(1) 対象港湾と津波高の選定 

本研究では、東日本 10 港、西日本 13 港の主要港
湾 23 港を対象とした。各港湾における津波高を表
1 に示す。東日本側の 10 港は、東日本大震災にお
いて被害を受けた港湾である。西日本側の 13 港は、
南海トラフ地震によって被害を受けると予想され
る港湾である。それぞれ国土交通省の東北地方整備
局による資料 3) および防災部会による資料 4) に基
づいて設定した。また、表 1 の津波高を設定津波高
とし、それぞれの津波高に+1.0mしたケース、木更
津港、東京港、川崎港、横浜港を含む西日本側の各
港湾では南海トラフ巨大地震での最大津波高一覧
表 5) に示された津波高についても検討を行った。 

 
表 1 対象港湾と設定津波高 

対象港湾の選定

船舶情報の取得 津波⾼の設定 岸壁天端⾼の設定

AIS

船舶条件の設定
(船種, 喫⽔, 係留条件 etc.)

・設定技術基準
・潮汐情報

・観測津波⾼
(東⽇本⼤震災の
観測データより)

・予測津波⾼
(南海トラフ地震の
予測データより)

係留索破断チャート
による係留索の破断の

有無の判定

算定式, MPS法による
船舶の岸壁への乗り揚げの

有無の判定

係留索の破断の評価 岸壁への乗り揚げの評価

係留索破断防災・減災
対策の提案

岸壁への乗り揚げの防災・
減災対策の提案

図 1 津波被害予測・防災対策データ

ベース構築のフローチャート 
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(2) 船舶情報の取得 
各港湾での船舶情報は、Marine Traffic6) より

取得した。Marine Trafficとは AIS情報を WEB サ
イト上のマップにリアルタイムに表示し、世界中
の船舶情報を取得することができる情報配信サ
ービスである。本研究では、2018 年 12 月〜2019
年 11 月の 1 年間における各月の特定の日に取得
したデータのうち、港湾ごとにそれぞれもっとも
船舶数が多かった日のデータを停泊数として評
価対象とした。取得された主要港湾 23 港におけ
る載貨重量トン数ごとの隻数を図 2 に示す。 

 
(3) 岸壁天端高の設定 

岸壁天端高とは、岸壁近傍の海面から岸壁上端
までの高さを指し、潮汐によって周期的に変動す
る。そのため、津波が来襲する時刻によって岸壁
天端高は異なり、岸壁天端高の違いは船舶の岸壁への乗り揚げ挙動に大きな影響をもたらす。
本研究では、国土交通省の技術基準 7) および、気象庁によって観測された過去 5年間の日本各
地における朔望平均満潮位、朔望平均干潮位 8) を参考に岸壁天端高を設定した。 

 
(4) 岸壁係留船舶の津波被害の判定 

本研究では、岸壁係留船舶の津波被害のうち、船舶の漂流および座礁の主な要因となる係留
索の破断と岸壁への乗り揚げを評価対象とした。 

係留索の破断は、申請者らによって MPS 法シミュレーション結果に基づいて作成された
3,000DWT、10,000DWTの船舶の係留索破断チャート 9) を用いた。図 2 より、対象港湾における
載貨重量トン数ごとの隻数の割合は 1,001DWT〜50,000DWTが多くを占めることがわかる。その
中でも津波による被害を受けやすいと考えられる 10,000DWT 以下の船舶の割合を算出し、係留
索破断チャートを基に係留索の破断の有無を評価した。 

船舶の乗り揚げは、算定式と数値シミュレーションによる 2種類の判定方法を用いた。算定
式には久保らにより提案された船舶の乗り揚がり算定式 10) を用いた。算定式を以下に示す。 

 
𝜂 ≥ 𝑎 + 𝑑 (1) 

 
ここで、ηは津波高、a は岸壁天端高、d は船舶の喫水を表しており、岸壁天端高と船舶の喫
水を足した値が津波高以上となると船舶が岸壁に乗り揚がると評価される。 
算定式の利点は、船舶の岸壁への乗り揚げの有無を簡便に判定できることである。ただし、

詳細な乗り揚げの性状を捉えることはできない。そこで MPS 法による数値シミュレーション
を用いて判定を行った。対象船舶は、全対象港湾の停泊隻数の調査結果を基にもっとも隻数の
多かった範囲から津波被害を受けやすいと考えられる 1,000DWT、3,000DWT を対象とし、さら
に係留索破断チャートの対象である 10,000DWTを加えた 3ケースについて評価を行った。 

 
(5) 津波防災・減災対策の提案 

岸壁係留船舶の津波被害の評価結果を基に、防災・減災対策を提案した。係留索の破断の防
災・減災を対象に、係留索の本数を増やす増しもやい対策における係留索の必要本数および、
適切な係留索の索径を簡便に求めることができる津波対策係留索チャートを提案した。係留索
の破断に伴う岸壁への乗り揚げ被害を対象に、津波による水位の上昇とともに浮上する船舶に
追従して岸壁への乗り揚げを防ぐことが可能な浮体式津波対策用岸壁（以下、FTPW）、岸壁に設
置されている係留ビットを浮体構造とすることで係留ビットが船舶の浮上に追従し船舶の岸
壁への乗り揚げを防ぐ浮体式津波係留ビット（以下、FTMB）を提案した。 

 
(6) 津波被害予測・防災対策データベースの作成 
(1)〜(5)による津波被害の評価および防災・減災対策を、津波被害予測データベース、津波

防災対策データベースとしてまとめた。 
 
４．研究成果 
(1) 岸壁係留船舶の津波被害予測と評価 

一例として鹿島港を対象に結果の一部を示す。図 3 は鹿島港における載貨重量トン数ごとの
対象隻数である。多くの港湾で共通する結果として、もっとも多い載貨重量トン数の割合は
1,001〜3,000DWTであった。鹿島港では 3,000DWT 以下の船舶の割合は 71.4%であり、10,001DWT
以上の船舶の割合は14.3%であった。本研究から、鹿島港では津波高 5.7mの津波によって 71.4%
の船舶の係留索が破断しはじめ、津波高 6.7m となれば対象となる船舶のすべての係留索が破
断し、岸壁への乗り揚げが発生する可能性があることがわかった。また、図 2 に示されている

図 2 主要港湾 23港における 
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ように全対象港湾内船舶のうち、47.8%とおよ
そ半数の船舶が 3,000DWT 以下の船舶である。
そのため、本研究で扱うような大波高の津波
が発生した場合、多くの船舶が係留索の破断
に伴う津波被害を受ける可能性があり、早急
に有効な津波防災・減災対策を提案する必要
があるといえる。 
表 2 は鹿島港における岸壁天端高ごとの各

喫水条件での船舶の岸壁への乗り揚げの発生
率である。岸壁天端高 1.0mでの乗り揚げの発
生率は 80.6%にもなるが、岸壁天端高 2.0m で
57.1%、岸壁天端高 3.0mで 14.3%、岸壁天端高
4.0mで 0%となる。また、岸壁天端高 3.0mのと
きの喫水の違いに着目してみると、満載状態
では 3.6%であるのに対して、空載状態では
71.4%と大きく乗り揚げの発生率が上
昇することが確認できる。本結果から、
岸壁天端高と喫水の違いは岸壁への乗
り揚げに大きく影響すると考えられ、
津波の乗り揚げを評価する場合には、
船舶の喫水の状態および潮汐の影響を
考慮する必要があるといえる。 
表 3は 3,000DWTの船舶の場合の船舶

の乗り揚げを算定式による算定結果と
2 次元 MPS 法による数値シミュレーシ
ョ ン 結 果 を 比 較 し た も の で あ
る。”Safe”は岸壁への乗り揚げがな
かったことを示す。”Landed”は船舶
が岸壁へ完全に乗り揚げたことを示
す。”Landed*”は船舶が一度岸壁に乗
り揚げた後、水域に落下したケースで
あることを示している。本シミュレー
ションでは模擬津波として孤立波を用
いた。本結果から、津波高 0.07mのケースでは算定式と数値シミュレーション結果が一致して
いるが、津波高が低くなるほど算定式は乗り揚げ被害を過小評価する結果となっている。特
に、”Landed*”と評価されるケースは乗り揚げが発生するかしないかの境界にあると考えら
れる。算定式は簡便に乗り揚げの有無を評価できるが、数値シミュレーションは乗り揚げ挙動
の詳細を把握することができ、実用上両方の手法を用いて評価を行うのがよいといえる。 

本研究で提案した評価手法を用いることによって、日本各地の港湾における岸壁係留船
舶の津波被害を統一的に評価できるようになった。 

 
(2) 津波防災・減災対策の提案と評価 

本研究で提案した防災対策の例を示す。図 4は
係留索破断を防災・減災することを目的として提
案した津波対策係留索チャートの一例である。こ
こでは通常の係留索より高強度な超高分子量ポリ
エチレン（HMPE）系トエルロープを用いた場合に
おける津波高に対する 3,000DWT の船舶の係留索
の破断を防ぐために必要な係留索の本数を索径ご
とに示している。本研究によって、係留索の種類
ごとに係留索の破断を防災・減災するために必要
となる係留索の本数や索径を簡便に調べることが
可能となった。 
図 5は係留索の破断および岸壁への乗り揚げを

防災・減災することを目的として提案した FTPWの
バリエーションの一つである深喫水型 FTPW によ
る船舶の岸壁への乗り揚げ防災シミュレーション
のスナップショットである。本研究から、FTPWに船舶を係留することによって 3,000DWTの船
舶であっても津波高 9.0m の津波による係留索の破断および岸壁への乗り揚げを防ぐことが可
能であることが示された。また、FTPWはポンツーン型の浮体構造であることから、浮体内部に
災害用物資や医療品等を備蓄しておくことが可能である。深喫水型 FTPW は平台型を基本とし
た FTPW の喫水を船舶の喫水以上に深くすることによって、引き波による係留索の破断および

0
4

36

4 4 5 3
0

0
5
10
15
20
25
30
35
40

~5
00

50
1~
10
00

10
01
~3
00
0

30
01
~5
00
0

50
01
~1
00
00

10
00
1~
50
00
0

50
00
1~
10
00
00

10
00
01
~

N
um

be
r o

f v
es

se
ls

DWT

図 3 鹿島港における 

載貨重量トン数ごとの対象隻数 

 

1.0 2.0 3.0 4.0
AIS data 80.6% 57.1% 14.3% 0%

Full 71.4% 48.2% 3.6% 0%
Half 85.7% 71.4% 48.2% 3.6%
Light 85.7% 85.7% 71.4% 48.2%

Tsunami
height
6.7m

Draft
Crown height [m]

表 2 鹿島港における岸壁天端高ごとの 

各喫水条件での船舶の岸壁への乗り揚げの発生率 

Cal MPS Cal MPS Cal MPS
Full Safe Safe Safe Safe Safe Safe
Half safe Landed* Safe Landed* Landed Landed*

Light safe Landed* Landed Landed* Landed Landed*

Tsunami height [m]
0.05 0.06 0.07

表 3 算定式と数値シミュレーションによる 

船舶の岸壁への乗り揚げの評価（3,000DWT） 
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津波対策係留索チャート（3,000DWT） 



 

 

流出に対する防災・減災性能を高めるととも
に、大規模な係留装置を用いずとも FTPW自体
の乗り揚げを抑制することを目指して提案さ
れたものであるが、深喫水であることから通常
の平台型の FTPWより多くの物資を浮体内部に
備蓄しておくことが可能である。 
図 6 は係留索の破断および岸壁への乗り揚

げを防災・減災することを目的として提案した
FTMB による船舶の岸壁への乗り揚げ防災シミ
ュレーションのスナップショットである。日本
の港湾は狭く、岸壁によっては FTPWを設置で
きない可能性がある。また、コンテナヤードに
適用することを考えると平時に微小ながらも
動揺する可能性のある FTPW 上にガントリーク
レーンを設置できない可能性がある。そこで係
留ビット部分のみを浮体構造としたものが
FTMBである。FTMBは FTPWと同様に船舶の浮上
に追従して浮き上がり、係留索の破断を防ぐと
ともに、FTMB 自体が乗り揚げ防止柵の役割を
果たすことによって船舶の乗り揚げを防ぐこ
とが可能である。 

本研究によって、岸壁係留船舶の係留索の
破断および乗り揚げに対して防災・減災対策を
提案するとともに、その防災・減災性能の有効
性を示すことができた。 

 
(3) 津波被害予測・防災対策データベースの作成 

本研究によって示された岸壁係留船舶の津波被
害予測成果および防災・減災対策成果を用いて津波
被害予測データベース、津波防災対策データベース
を作成した。これらのデータベースは印刷・配布可
能な PDF版と、図 7に示すような PDF版より簡便に
アクセス可能かつ、常時データをアップデート可能
な携帯アプリ版を開発した。 

本研究での成果は、学会発表および論文投稿を行
うとともに、研究成果公表会を開催することによっ
て周知を行った。今後も引き続き研究成果の周知活
動を続けるとともに、データベースの一層の充実を
図っていく予定である。 
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図 5 深喫水型 FTPWによる乗り揚げ防災 
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図 6 FTMBによる乗り揚げ防災 
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図 7 iOSアプリ版津波被害予測・ 

防災対策データベースの開発画面 
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